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イツ労働総同盟（以下、DGB）は、2006 年 5 月に法定最低賃金の導入に合意した。ただし、DGB
は 2005 年 3 月には、よく耳にする「最低賃金は協約自治を制限する」という主張を「誤った主
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DGB を中心に協約自治に対する主張およびその変遷を、主に DGB のプレスリリース、声明
（Pressemitteilung 欄）16 および既存の研究成果を用いて、明らかにすることを試みたい。協約自
















16 DGB ホームページの Pressemitteilung 欄を参考にした記述のみ、本文中に発表された年月日を示すことと
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20 ハナウ/アドマイト（2015）、8 頁。労働協約の優位については、http://www.boeckler.de/596_44052.htm. を
参照。 
21 労働政策研究・研修機構（2013）、37 頁。 
22 ハナウ/アドマイト（2015）、7 頁。 
23 この段落の記述は、主に田中（2003）、労働政策研究・研修機構（2009）、労働政策研究・研修機構（2013）、
田中（2015）を参考にした。 
24 DGB の組合員総数（推定組織率）は、再統一直前の 1990 年は 7,937,923 人（29.3%）、再統一直後の 1991
年は 11,800,412 人（33.6%）、本稿が対象とする 2002 年は 7,699,903 人（22.0％）であった。2002 年時点の










第２節 2002 年 10 月までの展開―ハルツ委員会と 2002 年連邦議会選挙― 
 
１ 使用者側の主張と DGB の対応―「事業所の雇用同盟」― 
 本稿は、主に 2002 年以降の過程を検討の対象とするが、DGB が協約自治について何らかの
主張を提示することは、それより前にも行われてきた。1998 年のキリスト教民主同盟（以下、
CDU）/キリスト教社会同盟（以下、CＳU）と自由民主党（以下、FDP）による中道保守連合
から、ドイツ社会民主党（SPD）と同盟 90・緑の党（Bündnis 90/Die Grünen）による赤緑連合
への政権交代後に限っても、例えば、エンゲレン・ケーファー（Ursula Engelen-Kefer）DGB 副
会長は 1999 年 4 月、労働協約法 50 周年に関する声明の中で、使用者団体からの脱退を通じて
労働協約による労働条件の規制を避けようとする使用者（企業）の戦略が、協約自治を徐々に
弱体化させているとして、懸念を表明している（DGB PM: 99. 4. 4）。こうした状況を反映して、




DGB は 2002 年 4 月、同年 9 月に連邦議会選挙が行われることをふまえ、本年の活動の「優
先順位」を発表した。シュルテ（Dieter Schulte）DGB 会長によれば、まずもって優先されるべ
きものは、将来における労働者の権利を維持すること、共同決定と協約自治を維持することで
あった（DGB PM: 02. 4. 9）。またエンゲレン・ケーファーは 5 月、CDU/CSU が明らかにした
選挙プログラムを批判した。それは、低賃金労働および派遣労働の拡大、解約告知制限の緩和
                                                                                                                                          
加盟組合数は 8 である。 
http://www.dgb.de/uber-uns/dgb-heute/mitgliederzahlen/; 
http://fowid.de/fileadmin/datenarchiv/Gewerkschaftsmitglieder_DGB_1950-2005.pdf.  
－ 6 － 
と協約自治の弱体化をより強く推し進めるようとする計画であり、彼らにとっての「労働市場
における障害物の除去」を目的とするものだというのである（DGB PM: 02. 5. 6）。 




うとする者は、私たちの民主主義の基盤に不当に手をつけるものである」（DGB PM: 02. 5. 10）。
DGB は、この声明の中で文字通り激しく CDU/CSU の主張を批判している。その中心的な対象
は、CDU/CSU がその導入を強く求めている「事業所レベルにおける雇用のための同盟
（Betriebliche Bündnisse für Arbeit、以下、事業所の雇用同盟）」であった。 
「CDU/CSU の声明は、有利原則を全般的に柔軟にしようとするものだが、結果として事業
所における制御不能な賃金ダンピングを導くことになる。また、事業所の雇用同盟の要求は、







て保護することを目指していた27。事実、翌 2003 年 6 月にはそのための法案「労働法の現代化




（DGB PM: 02. 5. 10）。DGB の指導層はあらためて、CDU/CSU は「労働者の利益を無視した」
と強く批判したのであった（DGB PM: 02. 5. 31）。 
「事業所の雇用同盟」についての言及は、DGB のプレスリリースにおいては 1999 年頃から
みられたが（DGB PM: 99. 7. 19）、これまでは散発的に触れられる程度であった。以下でもみ
るように、2002 年に入り協約自治に対する主張との関係で大きな問題として扱われることにな
                                                     
25 労働政策研究・研修機構（2005）、126 頁。 
26 労働政策研究・研修機構（2013）、35-36 頁。 
27 労働政策研究・研修機構（2005）、133 頁。 
－ 7 － 
る。ただし、1999 年には使用者の中央団体であるドイツ使用者連盟（以下、BDA）が、2001
年には CDU が「事業所の雇用同盟」の導入を要求していたことは明記しておきたい。後者に





トナーシップを破壊するものである」（DGB PM: 02. 5. 3）。 




















ていなければならない」（DGB PM: 99. 12. 7）。 
 
                                                     
28 田中（2015）、33 頁。 
－ 8 － 
２ 政党と協約自治 








べきである」と選挙を意識した主張を提示したのであった（DGB PM: 02. 5. 16）。 




えで、DGB は「労働〔雇用〕と社会的公正のために（Für Arbeit und soziale Gerechtigkeit）」を




 シュレーダー首相は 2002 年 2 月、フォルクスワーゲン社の労務担当役員のハルツ（Peter 
Hartz）を中心とする諮問委員会（通称ハルツ委員会）を設置した。同委員会に与えられた役割
は、失業者を減らすことを主な目的とする、労働市場改革のための提言をまとめることであっ










－ 9 － 
治の制限および労働者の権利の削減は不要である、と」（DGB PM: 02. 8. 28）。このように SPD
を中心とする連立政権がすすめるハルツ改革は、少なくとも当初は、DGB の主張に従い、協約
自治には手をつけないはずであった。この点は、協約自治（の維持）に対する姿勢、考え方に
ついて、SPD 等の政党との温度差を懸念していた DGB にとって安心材料となった。連邦議会
選挙において SPD を支持する理由が、またひとつ加わったといえよう。その一方で選挙が近づ
くにつれ、CDU/CSU に対する批判は激しさを増す。 
8 月 30 日、5 月に新たに DGB 会長に選出されたゾンマー（Michael Sommer）は、CDU/CSU
の選挙公約を「極端に失望すべきもの」と紹介し、2002 年連邦議会選挙における CDU/CSU の
首相候補、シュトイバー（Edmund Rüdiger Stoiber）を名指しで批判した。「シュトイバーさん、




ハルツ委員会の刀を取るべきである」（DGB PM: 02. 9. 4）という表現で、ハルツ改革への積極
的な態度、期待をも示したのであった。 










ツ委員会の考え方とも異なる」（DGB PM: 02. 9. 4）。以下でみるように、DGB にとって認める
べき柔軟性とは、協約自治を維持したうえでものであった。ただし、この間 DGB が CDU 等野
党の主張として批判した、失業扶助と社会扶助の統合を通じた財政負担の軽減、派遣労働・有
                                                     




この管轄機関の「分裂」をハルツ委員会の答申と矛盾するものとして、繰り返し批判している。DGB PM: 03. 
9. 19; http://www.dgb.de/uber-uns/bewegte-zeiten/60-jahre-dgb/1999-2008/die-hartz2013reform 










である「コール（Helmut Kohl）とレックスロート（Günter Rexrodt）30 による新自由主義的規制
緩和か、社会的に公正な近代化を目指す赤緑〔連立政権〕による勇敢な試みか」。ゾンマーは、
このように与野党による労働市場改革の方向性を評価し、連立与党への投票を呼びかけたので
あった（DGB PM: 02. 9. 7）。 
 
４ 2002 年連邦議会選挙直後の DGB 
2002 年 9 月 22 日に行われた連邦議会選挙は、SPD を中心とする連立与党の辛勝という結果








（DGB PM: 02. 9. 23）。 
DGB は 10 月 16 日、自らが支持した政府・与党によって「社会的に公正な近代化」という路





                                                     
30 FDP 所属であり、第 5 次コール内閣（1993～1998 年）では経済大臣を務めた。 
－ 11 － 






い。「私たちは確信をもって前を向くことができる」（DGB PM: 02. 9. 23）。ゾンマーは、選挙
結果を受け、こうした些か楽観的ともいえる見通しを示したのであった。 
以上のように、2002 年 9 月の連邦議会選挙直後までの時期においては、DGB は協約自治の
維持を一貫して主張し、「事業所の雇用同盟」の導入を主張する CDU/CSU および使用者と激し
く対立した。その一方で、ハルツ委員会の答申への支持を繰り返し表明し、さらにはその内容







第３節 2002 年 10 月から 2003 年 9 月までの展開―ハルツ改革の進展― 
 
１ DGB と政府・与党との対立のはじまり 







会の精神やこれまでの連邦政府の発表に反していると批判した（DGB PM: 02. 10. 29～30）。DGB
にとっての困難はこれだけではなかった。DGB によれば、連邦選挙の敗北以来、DGB との緊
                                                     
31 Butterwegge (2015), S. 97, 104. 
－ 12 － 
密な接触を求めていた（DGB PM: 03. 1. 8）32 はずの CDU/CSU が、労働条件を規制する権限に
ついて、選挙前と同様の主張を提示してきたのである。 
2002 年末から 2003 年 2 月にかけて表明された DGB の主張をまとめておこう。ゾンマーは、
CDU から提示された「成長と雇用のための 10 か条」を「失敗した選挙のためのスローガンの
不要なリメイク」と強く批判した。そこには、あらためて「2002 年の総選挙での選挙公約の内















正することを、CDU/CSU における道理をわきまえたメンバーに要求する」（DGB PM: 02. 12. 3; 
03. 2. 10）33。 






                                                     
32 ただし、DGB は、CSU の提示した社会保障政策、そして「事業所の雇用同盟」の導入という主張をみる
限り、彼らとの間に信頼関係を構築することはできない、としている（DGB PM: 03. 1. 8）。 
33 同じ時期に使用者団体 BDA もほぼ同じ主張を提示した（DGB PM: 03. 2. 10）。 
34 Bispinck (2010), S. 31. “ ”内は原文では斜体である。 
－ 13 － 
２ 「アジェンダ 2010」 






















に対応してきたのである。それゆえ、彼のアピールは余計であった」（DGB PM: 03. 3. 14）。  
DGB は 2002 年 4 月、「アジェンダ 2010」に対抗する自らの改革政策「逆転への勇気―成長、
雇用と社会的公正のために―」を発表した。そして「人間味のある近代化を―公正な改革を」
のスローガンの下、この対案をひろく伝えるキャンペーンを展開することになる（DGB PM :03. 
5. 13）37。 
5 月 1 日の声明「首相、勇気を出して―ただし、しかるべきところに！」は、施政方針演説
                                                     
35 http://gerhard-schroeder.de/2003/03/14/regierungserklarung-agenda-2010/ 
36 Bispinck (2010), S. 32. 
37 http://www.dgb.de/uber-uns/bewegte-zeiten/60-jahre-dgb/1999-2008/die-hartz2013reform 




















３ CDU/CSU および FDP の法案提出 
CDU/CSU は 2003 年 6 月 18 日、「労働法の現代化に関する法律草案」を提出した。本法案に
は、「事業所の雇用同盟」を有利原則から正当化し、適法化しようとする試みが含まれている。
それは、労働協約法 4 条 3 項に「有利性の比較においては、雇用の見通しが考慮されうる。」「逸








                                                     
38 労働政策研究・研修機構（2013）、38 頁。 
－ 15 － 
ある。6 月 25 日には、FDP からも「事業所の雇用同盟の保護に関する法案（Gesetzes zur Sicherung 
betrieblicher Bündnisse für Arbeit）」が提出された。内容は些か異なるが、上記のねらいは共通し
ていた39。 
当然、DGB はこの法案に対し、真っ向から反対した。まず法案提出の動きに対する DGB の



















を果たすだろう」。また、この法案によれば、経営協議会および全従業員の 3 分の 2 に承認され
た場合、「労働協約からの逸脱が可能になる」。これにより、「労働協約の優位」、「共同決定」は





                                                     
39 FDP の提案は、http://dip21.bundestag.de/dip21/btd/15/012/1501225.pdf を参照。CDU/CSU の法案と FDP
の法案の内容および両者の異同は、労働政策研究・研修機構（2005）、127-129 頁を参照。 





いるのである」（DGB PM: 03. 6. 18）。 
また、この時期の DGB は、上記の 6 月 13 日の声明にみるように、CDU/CSU 等の主張を、

























－ 17 － 
４ 「DGB 指導部の協約自治に対する見解」 
上記のように、DGB が、CDU/CSU 等のみならず、政府・与党とも対峙せざるをえない状況
に追い込まれるなか、ハルツ改革関連法案や前出の CDU/CSU および FDP の法案の審議が始ま




は、労働者の権利を大幅に制限することを目的としている。その中で、CDU/CSU と FDP の会
派の提案は、協約自治を制限しようとするものである。この提案は、事業所協定および個々人
の契約における規定は、労働協約の法的な拘束力の犠牲にして、拡大されるべきだとしている。






















条項と訳される場合もある。西谷（1996）、6 頁。労働政策研究・研修機構（2013）、33 頁。 


























方法をみつけるための努力を惜しまないであろう（DGB PM: 03. 9. 3）。 




                                                     
41 DGB は、2003 年 6 月 18 日に次のように主張している。CDU/CSU は、企業の 35％、官庁の 22％が開放
条項を利用していることに注意を払わなければならない（DGB PM: 03. 6. 18）。 



























                                                     
42 DGB は、「アジェンダ 2010」の公表後、次のように主張している。使用者団体と労働組合という協約当
事者は、経営危機に陥った事業所の再建に取り組み、最終的には適当な開放条項に合意しなければならな
い。これは当然のことである（DGB PM: 03. 6. 11）。 
－ 20 － 
第４節 2003 年 9 月以降の展開―DGB の運動と歩み寄り― 
 
１ 経営協議会の共同声明 
 2003 年 9 月 3 日の「決議」以降、DGB は、CDU/CSU および FDP の法案の阻止に向けて、
さまざまな運動を展開した43。 
9 月 8 日、連邦議会の委員会において、CDU/CSU および FDP の法案に関する公聴会が行わ
れた。その開催にあわせるかたちで、主要な企業に設置されたものを含む、150 以上の経営協
議会による共同声明が発表された。この声明は、政党や連邦議会の議員に対し、CDU/CSU 等





















                                                     
43 以下で言及する運動以外にも、法案の成立の阻止を目的とした、労働組合主導のストライキやデモが行
われた。Bispinck (2010), S. 32. 
44 ヴァース（2006）、12 頁。 
－ 21 － 
基準を設定し、企業間の「賃金ではなく、商品の品質による競争を導くという、企業横断的な
労働協約の利点が失われるのである」（DGB PM: 03. 9. 23）。 
9 月 26 日、FDP が提出した「事業所の雇用同盟の保護に関する法案」は、連邦議会で多数の












PM: 03. 10. 20）。プッツハマーも、調査報告書の数値を根拠に同様の考えを示している。「この
国の人件費には何の問題もない」。「これらの数値は、協約自治が十分に機能していることを明









い」（DGB PM: 03. 10. 20）。 
                                                     
45 Siegel (2007), S. 394. 
46 労働政策研究・研修機構（2005）、129 頁。 
47 藤内（2004）、27 頁。 
48 例えば、2003 年 6 月 11 日の声明においては、次のような主張がみられる。私たちの国では、商品やサービ
スの需要の大部分は、賃金の高さに依存している。賃金を引き下げようとする者は、最終的には国内のす
べての企業、そしてその市場に害を与えるのである（DGB PM: 03. 6. 11）。 
－ 22 － 
２ 暫定的な決着とハルツ改革関連法案の成立 


















PM: 03. 11. 27）。 








                                                     
49  2002 年の IG メタルの組合員数は 2,643,973 人であった。当時の DGB の 34.3％を占めた。
http://www.dgb.de/uber-uns/dgb-heute/mitgliederzahlen/ 
50 http://igm-gewerkschaftstag-2015.de/wordpress/wp-content/uploads/2015/01/mz_gwt_2003.pdf 
51 藤内（2004）、27 頁。 
52 Fehmel (2010), S. 234-235. 






労働者の利益とともに歩んでくれることを」（DGB PM: 03. 12. 3）。 





ツの経済は勝てない」。この見解は、さきにみた DGB のそれと共通している。DGB によれば、
学者たちは、協約当事者のみが、労働協約の内容と労働協約からの逸脱に責任を負うことがで
きると確信している。彼らによれば、「CDU と FDP による計画が進めば、“社会民主主義と社
会的な平和の礎”が疑問視されることになる」というのである（DGB PM: 03. 12. 9）。  
12 月 19 日の両院協議会において、この問題に一応の決着がついた。そこで政府と野党は、協











                                                     

































                                                     
56 Butterwegge (2015), S. 147-148. ブッターヴェッゲは、DGB の指導者たちが、結局政党への「忠誠の強制」
に屈した、と指摘する。 
57 ハルツ第Ⅳ法の内容は、注 29 を参照。その他に、長期失業者に対する就労支援の強化とそれを拒否した
場合の「制裁」の厳格化等を内容とする。 
58 藤内（2004）、27-28 頁。 
59 「プフォルツハイム協定」の内容、成立過程、それをめぐるさまざまな議論については、岩佐（2015）
を参照。 
60 岩佐（2015）、54 頁。労働政策研究・研修機構（2013）、36 頁。 
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